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行財政改革の取組の概要 

 平成８年度以降、全国で最も厳しい改革を実行してきました。 
 その結果、累計額で約４，１６０億円の歳出を削減、抑制し、約２，９００億円の歳入確保を達成しました。 

１ これまでの行財政改革の主な取組実績 
   ・平成8年1月  「大阪府行政改革大綱」策定 
   ・平成9年3月  「大阪府行政改革推進計画」策定（平成12年3月まで毎年策定） 
・平成10年9月 「財政再建プログラム（案）」策定 
・平成13年9月 「大阪府行財政計画（案）」策定 

（１） 歳出削減の実績  

    
区 分 

平成８～１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成14年度（当初） 

人員削減 ２,９２６人 約２９2億円 
 

 

人員削減１，３５１人 約１3５億円
  

人員削減１，２５２人 約１2５億円
  

人員削減１，１96人  約１１9億円
 

    （注）教職員定数改善計画に基づく増員は含まない  

人員削減約４４０人    約４４億円 
 

     （注） 同 左   

人
件
費
の
抑
制 

ベースアップ凍結               １５０億円 
（9年度・10年度） 

管理職手当等カット             ６億円 
（9年度・10年度各３億円） 

特殊勤務手当見直し                ７億円 
（平年度ベース） 

 
 

同 左       ３ 億 円
 

昇給停止              １５０億円
 

期末手当カット                １３５億円

 
 

同 左       ３ 億 円
 

昇給停止              ３２５億円
（２年間の効果累計額） 

同左 

期末勤勉手当カット                    ８９億円

 
 

同 左       ３ 億 円
 

昇給停止              ４００億円
（３年間の効果累計額） 

同左 

同左 

期末手当カット     ２ １億 円  

 
 

同左                  ３億円 
 

昇給停止              ４２５億円 
（4年間の効果累計額） 

同左 

同左 

同左 

事業の 

見直し   

事務事業見直し                 １７１億円 

シーリング              ７５２億円 

主要プロジェクト凍結  

主要事業見直し      ２０７億円 

シーリング          ６３８億円 

同左 

事務事業評価          １９０億円

公の施設改革         ２億円

同左 

事務事業評価            １９５億円

 

同左 

 
施 策 評 価       20６億円 
（うち出資法人の改革   9億円） 
建設事業の重点化     240億円 
公の施設改革        ３億円 

主要プロジェクトの見直し 

歳 

出 

抑 

制 

計 (a) 約１,３７8億円  (b)約１,２６８億円 (c) 約７３４億円 (d) 約738億円 (e) 約９２１億円 
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（２）歳入の確保の実績 

   

 
区分 

 

平成８～１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成14年度（当初） 

税 収 

確 保 

課 税 ・ 納 税 の 取 組 １ ６ ５ 億 円 

（９年度・10年度） 

法人事業税・法人府民税法人税割 

   超過課税の延長 (H8.11～H11.10) 

３年間で ８８６億円 

同左          １０１億円

 

同左((H11.11～H14.10) 

２２8億円

同左           96億円

 

同左 

 ２４4億円

同左         120億円

 

同左 

         ２4０億円

（注）別途、法人府民税均等割超過課税 

  を実施 

同左              40 億円 

 

同左((H14.11～H17.10（予定）) 

         ２2０億円 

（注） 同 左 

財 産 

処 分 
府 有 財 産 売 り 払 い 促 進 １ ５９億円 同左    １２０億円 同 左    ８ １ 億 円 同 左      ６ 3 億 円 同左              １１０億 円 

受益者   

負 担 

使 用 料 手 数 料 見 直 し   １ ３億円 

（平年度ベース ２５億円） 

同 左       １ 億 円

（平年度ベース ２億円） 

同 左      ２ １  億 円

（平年度ベース ４６億円） 

同 左       １ 億 円

（平年度ベース ２億円） 

同 左       ５ 億 円 

（平年度ベース ２４億円）     〔一部再掲〕 

歳 

入 

確 

保 

計 (f) 約１,２２３億円 (g) 約４５０億円 (h) 約４42億円 (i) 約424億円 (j) 約36５億円 

 

 

 

 平成８年度～平成1４年度合計  

歳出抑制 (a)＋(b)＋(c)＋(d)＋(e)= 約４，１６０ 億円   (※１) 人件費の抑制… １，５６０ 億円 
                                                              (※２)事業の見直し… ２，６００億円 
（注１） 昇給停止の効果額は平成１４年度分（累計額）のみ算入。 
（注２） 人員削減は、一人あたり１，０００万円とみなす。 
歳入確保 (f)＋(g)＋(h)＋(i)＋(j)=約２,９００億円 
※ なお、平成１３年度及び平成１４年度の数字は一部予算上（最終・当初）での取組みを見込んでおり、今後、決算において変動することがある。 

    

 

 


